
不動産に係わる行政法規

②建築基準法

都市計画法と密接に関連する規定
＝集団規定と、

建築物そのものに対する規定＝単
体規定がある
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建築基準法Ⅰ

2

（集団規定）
用途規制
接道義務
建築基準法上の道路
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（集団規定）

①用途規制

「一発合格！どこでも学ぶ宅建 日建学院
建築資料研究社 より抜粋
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＜H27改正＞
幼保連携型認定こども園は、特定行政
庁の許可不要で全地域で建築できる。
（要は保育所と同じ）

＜H29改正＞
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②接道義務

都市計画区域および準都市計画区域内の
建築物の敷地は、「建築基準法上の道路」
に（ ２ ）ｍ以上接していなければならない。

都
外

準都

全 国
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③建築基準法の「道路」の定義

 建基法４２条１項

１号 ： 道路法による道路

２号 ： 都計法等による道路

３号 ： 既存道路

４号 ： ２年以内、新設・変更道路
で、「特」の指定

５号 ： 位置指定私道

で、全部幅員4ｍ以上

注） 「特」は特定行政庁
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③建築基準法の「道路」の定義

 建基法４２条２項道路

Ⓐ幅員が４m未満

Ⓑ既に建築物が建ち並ぶ

Ⓒ「特」の指定

Ⓐ・Ⓑ・Ⓒの条件満足

４２条２項道路となる

セットバックが必要になる

S.25
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セットバックとは

2.0ｍ

2.0ｍ

2.0ｍ

現況幅員

中
心
線

セットバック

1.0ｍ 1.0ｍ
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 建築基準法の「道路」ではないが

 建基法４３条但し書き

～許可制
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